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＜表紙のキャッチフレーズ、キャラクターデザインについて＞ 

「ハロートレーニング ～急がば学べ～」は、平成 28 年（2016 年）11 月に決定した公的

職業訓練の愛称・キャッチフレーズです。 

キャラクターデザインの愛称の「ハロトレくん」、「学び」「スキルアップ」「ものづくり」

「高度な技術」「新たな職業やスキルにチャレンジ」などのイメージが感じられる「鉛筆」や

「ロケット」がモチーフとなっています(平成 29 年（2017 年）10 月決定)。 

ニング ～急がば学べ～」のロゴマークです。 
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第１部 総説 

 

１ 計画のねらい 

 

 近年の我が国及び本県の経済は、緩やかな回復基調にあり、雇用情勢も改善

していましたが、令和２年（2020 年）からの新型コロナウイルス感染症の感染

拡大の影響による経済の大きな落ち込みが生じており、同感染症が雇用に与え

る影響を一層注視していく必要があります。 

 

一方で、今後は、Society5.01やＤＸ(デジタル・トランスフォーメーション)2

の動きの進展による社会実装の変化、労働市場の不確実性の高まり、さらに人

生１００年時代の到来による職業人生の長期化など、労働者を取り巻く環境が

大きく変化していくことも予想されるところです。 

 

このような中、国全体よりも人口減少のスピードが速い本県においては、生産

年齢人口及び就業者数の減少、それに伴う経済縮小などが、依然として大きな課

題となっており、日本の老年人口がピークを迎え、社会保障等の様々な問題が生

じるとされている 2040年よりも早い段階で老年人口のピークを迎えることが予

測されています。 

 

本県経済の持続的な発展を実現し、地域経済・社会のさらなる活性化を図って

いくためには、多様な人材が活躍できる環境整備を進めるとともに、一人ひとり

の労働生産性をさらに高めていくことが必要不可欠であり、新しい時代に対応

できる職業能力開発を推進していくことが重要であります。 

 

本県の産業施策として取り組む新たな基幹産業の創出・育成や企業誘致、カ

ーボンニュートラル（脱炭素）への対応も念頭に置きながら、第１１次長崎県職

業能力開発計画では、本県産業を支える人材の育成や、一人ひとりの職業人生

の実現に向けた職業能力開発などを推進する、基本的な方向を示すものとして

策定するものです。 

 

 
1 必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに

対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語といった様々な違いを乗り

越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会。 
2 企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、

製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を

変革し、競争上の優位性を確立すること。  
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２ 計画の期間 

 

  本計画の期間は、令和３年（２０２１年）度から令和７年（２０２５年）度

までの５年間とします。 

 

 

３ 計画の位置づけ 

 

  本計画は、職業能力開発促進法第７条第１項の規定により、国の「第１１次

職業能力開発基本計画（令和３年度～令和７年度）」に基づき、本県における

職業能力開発施策の基本指針として策定するものです。 

本県の総合的な県政運営の指針である「長崎県総合計画 チェンジ＆チャ

レンジ２０２５」3や、県の産業振興指針である「ながさき産業振興プラン  

２０２５」4との整合性を保ちながら推進してまいります。  

  

 
3  「人・産業・地域を結び、新たな時代を生き抜く力強い長崎県づくり」を基本理念に定めた５年間 

の、県行政の基本指針。職業能力開発施策については、「地域で活躍する人材を育て、未来を切り拓

く」ため、「若者の県内定着、地域で活躍する人材の育成」を図り、「キャリア教育の推進と企業を支え

る人材の育成・確保」の施策として位置づけられている。 
4 長崎県総合計画のもとに、位置づけられる産業・労働部門に特化した分野別計画であり、県産業労働部

の基本計画。「進化と創造、未来への挑戦」をスローガンにしており、職業能力開発施策に関しては、

「人が未来を創る」との基本指針のもと、「キャリア教育の推進と企業を支える人材の育成・確保」と

「外国人材の活用による産業、地域の活性化」の施策として位置づけられている。 
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第２部 職業能力開発をめぐる経済社会の現状 
 

第２部では、本県の職業能力開発を効果的に進めるために、本県をとりまく

環境変化や課題を明らかにします。 

 

１ 人口の動向、就業者数及び経済関連指標 

（１）人口の減少 ～将来的に全国を上回るスピードで進行～ 

近年、国勢調査に基づく本県の人口は、昭和６０年（1985 年）の１５９万

４千人をピークに減少し、令和２年（2020年）には、１３１万３千人となり

ました。人口減少は全国規模の課題であり、将来予測によると、全国の人口

は、令和２７年（2045年）には、１億６百万人まで減少することが推測され

ています。 

本県の人口は、今後も全国を上回るペースで減少傾向が続き、令和２７年

（2045年）には、平成２７年から約３９万人以上減少し、９８万２千人にな

ると予測されています。離島地域においては、令和２年（2020年）には、昭

和５０年（1975 年）の２４万１千人から減少し、１０万８千人となっていま

す（図表１）。 

図表１ 全国と長崎県の人口の推移            （単位：千人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（各年１０月１日時点）」（令和２年は速報値）、離島人口は長崎県統計課。令和

７年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（全国及び長崎県のデータのみ）。 

  

S50 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17
R22

(2040)
R27

全国 111,940 121,049 123,611 125,570 126,926 127,768 128,056 127,095 126,227 122,544 119,125 115,216 110,919 106,421
長崎県 1,572 1,594 1,563 1,545 1,517 1,477 1,427 1,377 1,313 1,256 1,192 1,124 1,054 982

うち離島 241 229 196 184 174 152 129 118 108 － － － － -
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（２）生産年齢人口の減少 ～長期的に減少傾向続く～ 

本県の生産年齢人口5は、令和２年（2020 年）で７１万９千人であり、全人口

に占める割合は、平成２年（1990 年）までは、６５％程度で安定していました

が、その後低下傾向にあり、令和２年（2020 年）には５４％となっています。

また、老年人口がピークを迎える 2040年には、様々な社会問題（いわゆる「2040

年問題6」）が顕在化するとされており、とりわけ本県では全国より早く令和７年

（2025 年）に老年人口のピークを迎えることが予測されています。（図表２）。

総人口の減少に加え、少子高齢化の進行により、生産年齢人口も大きく減少する

ことが予測されています。 

 

図表２ 長崎県の生産年齢人口（１５歳～６４歳）     （単位：千人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千人） 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（各年１０月１日時点）」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の

将来推計人口」 

 
5 年齢人口のうち労働力の中核をなす１５歳以上６５歳未満の人口層。 
6 65 歳以上人口がピークとなること等を背景とした、医療・社会保障体制の逼迫や若年労働者の減少、社

会インフラの老朽化等様々な問題の総称。 

S50 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17
R22

(2040)
R27

0-14歳 404 362 317 277 243 216 193 178 166 152 139 127 117 108

15ー64 1,019 1,038 1,016 994 957 913 857 785 719 663 617 572 519 475

65ー 149 194 229 273 316 349 369 405 436 442 437 426 417 399

0-14歳 26% 23% 20% 18% 16% 15% 14% 13% 13% 12% 12% 11% 11% 11%

15ー64 65% 65% 65% 64% 63% 62% 60% 57% 54% 53% 52% 51% 49% 48%

65ー 9% 12% 15% 18% 21% 24% 26% 29% 33% 35% 37% 38% 40% 41%

実数

構成比
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（３）就業者数の減少 ～全国よりも高い減少率～ 

本県における就業者7数は、平成７年（1995年）に７２万６千人を記録しピー

クを迎え、平成１７年（2005 年）の６８万人から平成２７年（2015 年）には

６４万４千人へ、全国の減少率４．２％を上回り、５．３％減少しました。将来

的には、生産年齢人口の減少に伴い、更に就業者の減少が進むことが推測されま

す（図表３）。 

このように、人口減少に伴う生産年齢人口、就業者数の減少は、本県の産業

界おいて、労働力不足や生産性向上など、様々な影響や課題を及ぼすことが考え

られます。 

このため、女性、若年者、中高年齢者、障害者などの潜在的な能力を発揮でき

る労働環境を整え、地域の活性化を図ることは喫緊の課題となっています。 

 

図表３ 全国と長崎県の就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             （単位：千人） 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査（各年１０月１日時点）」 

 
7 就業者とは、有給の雇用者及び自営業者をいう。正規の雇用関係にある休業者を含む。 

S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年

全国 実数 58,357 61,682 64,142 62,978 61,506 59,612 58,919
長崎県 701 706 726 702 680 651 644

全国 H17=100 94.9% 100.3% 104.3% 102.4% 100.0% 96.9% 95.8%

長崎県 103.1% 103.8% 106.8% 103.2% 100.0% 95.7% 94.7%
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（４）就業構造の変化 ～就業者割合は医療・福祉、農林水産業で全国より高い～ 

全国的な傾向として、サービス産業等の第３次産業へと比重が移ってきてお

り、産業構造のサービス経済化、Society5.0 の実現に向けた経済・社会の構造

改革の進展、さらに、新型コロナウイルス感染症の影響による社会全体のＤＸの

加速化等を背景に、今後も比率が高まると予測されます。 

本県の全就業者に占める産業別の就業割合をみると、全国に比べ製造業が低

く、医療・福祉（介護）や農林水産業では高いことがわかります（図表４）。 

平成２４年（2012 年）から平成２９年（2017年）までの５年間で、農林水産

業、情報通信業、教育・学習支援業などで就業者割合が減少し、一方で、建設、

運輸・郵便業、医療・福祉（介護）などで増加しています（図表４、５）。 

平成２９年（2017 年）の本県産業別就業者の年齢構成比をみると、農林水産

業では４５歳以上が約８割を占めているのに加えて、県内就職者数の１０％以

上を占める製造業、卸売業・小売業及び医療・福祉においても、４５歳以上が５

割以上を占める状況になっています（図表６）。 

また、技能労働者分野（建設、製造業）に注目すると、平成１９年（2007年）

から平成２９年（2017 年）にかけて、１０年間で就業者の総数は９．７％減少

し、５５歳以上の技能労働者数は１３．５％増加し、高齢化が進んでおり、３４

歳以下の若年技能労働者数は２６．８％減少するなど、若年技能労働者の確保が

重要な課題となっています（図表７）。 

図表４ 長崎県と全国の産業別就業者数（構成比）    （単位：千人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査（各年１０月１日時点）」 

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
総数 662 100.0% 672 100.0% 64,421 100.0% 66,213 100.0%

農業、林業、漁業 58 8.8% 49 7.3% 2,457 3.8% 2,193 3.3%
鉱業，採石業，砂利採取業 0 0.0% 0 0.0% 27 0.0% 25 0.0%
建設業 55 8.3% 61 9.1% 4,912 7.6% 4,900 7.4%
製造業 82 12.4% 73 10.9% 10,829 16.8% 10,531 15.9%
電気・ガス・熱供給・水道業 4 0.6% 5 0.7% 337 0.5% 374 0.6%
情報通信業 8 1.2% 6 0.9% 1,880 2.9% 2,234 3.4%
運輸業，郵便業 25 3.8% 30 4.5% 3,448 5.4% 3,434 5.2%
卸売業，小売業 98 14.8% 98 14.6% 10,023 15.6% 10,120 15.3%
金融業，保険業 16 2.4% 17 2.5% 1,617 2.5% 1,633 2.5%
不動産業，物品賃貸業 9 1.4% 8 1.2% 1,321 2.1% 1,428 2.2%
学術研究，専門・技術サービス業 15 2.3% 16 2.4% 2,206 3.4% 2,457 3.7%
宿泊業，飲食サービス業 37 5.6% 38 5.7% 3,744 5.8% 3,729 5.6%
生活関連サービス業，娯楽業 23 3.5% 25 3.7% 2,370 3.7% 2,356 3.6%
教育，学習支援業 36 5.4% 32 4.8% 2,992 4.6% 3,199 4.8%
医療，福祉（介護） 103 15.6% 117 17.4% 7,119 11.1% 8,159 12.3%
複合サービス事業 44 6.6% 48 7.1% 4,548 7.1% 4,971 7.5%
公務，分類不能産業 48 7.3% 48 7.1% 4,590 7.1% 4,471 6.8%

長崎県 全国
H24年 H29年 H24年 H29年
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図表４(続き) 長崎県と全国の産業別就業者の構成比（平成２９年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査（各年１０月１日時点）」 

 

図表５ 長崎県と全国の産業別就業者の増減率（平成２４年・２９年） 

                                 単位：千人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査（各年１０月１日時点）」 
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図表６ 長崎県の産業別就業者の年齢構成比（平成２９年）    （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査（各年１０月１日時点）」 

 

図表７ 長崎県の技能労働者（建設、製造）数の推移      （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査（各年１０月１日時点）」 

 

技能労働者
(建設+製造)

総数 15～ 24歳 25～ 34歳 35～ 44歳 45～ 54歳 55 ～ 64 歳 65歳以上
55歳 以 上
割 合

Ｈ14年 168,300 15,200 31,600 32,300 54,000 27,800 7,300 20.9%

Ｈ19年 147,900 12,100 28,500 29,200 34,000 35,100 6,400 28.1%

Ｈ24年 137,000 11,300 25,100 28,100 27,500 34,900 10,000 32.8%

Ｈ29年 133,500 9,100 20,600 28,600 28,100 30,400 16,700 35.3%
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（５）雇用・失業の指標 ～下降傾向、先行き不透明～ 

本県の有効求人倍率8は、リーマンショック後の景気回復により、平成３０年

（2018年）度には１．２５倍まで改善しましたが、令和元年（2019年）９月よ

り緩やかに減少を始め、令和２年（2020 年）に入ってからは新型コロナウイル

ス感染症による景気後退の影響を受け、９月には直近５年間で最低の０．８９倍

を記録しました（図表８）。 

分野別にみると、令和２年（2020 年）には、医師・歯科医師・獣医師・薬剤

師、建築・土木・測量技術者、建設躯体工事業、理・美容師・エステティシャン

等、接客・給仕業で求人が求職を上回り、一般事務、運搬等の職業等においては

求職が求人を上回り、これらの分野では雇用のミスマッチが起きています（図表

９）。 

本県の完全失業率は、令和元年（2019 年）まで改善傾向にあり、近年は全国

水準よりも低い水準で推移をしていましたが、令和２年（2020 年）には新型コ

ロナウイルス感染症の影響で前年比０．３％悪化し、２．５％となるなど、先行

き不透明な状況にあり、今後も注視を続ける必要があります（図表１０）。 

 

図表８ 全国と長崎県の有効求人倍率の推移（平成２７年度～令和２年度）          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎労働局「長崎県の雇用失業情勢について」 

 

 
8 有効求職者数に対する有効求人者数の割合（有効求人数を有効求職数で除して得た数値）で、厚生労働省 

において発表される。 



 

- 10 - 

 

 

図表９ 長崎県の労働力需給の不適合（令和２年）      （単位：人） 

  

 

                          

 

 

 

 

資料：長崎労働局「企業向け求人求職関連情報」 

 

図表１０ 全国と長崎県の完全失業率の推移（平成２５年～令和２年）（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局｢労働力調査（都道府県モデル推計値 各年１０月１日時点）｣ 

 

  

  

新規求人
①

新規求職 求人倍率 充足数
②

充足率
=②／①

医師・歯科医師・獣医師・薬剤師 585 127 4.61 23 3.9%

建築・土木・測量技術者 2,254 383 5.89 146 6.5%

建設躯体工事業 672 91 7.39 45 6.7%

理・美容師・エステティシャン等 1,110 356 3.12 142 12.8%

接客・給仕業 3,317 1,513 2.19 426 12.8%

一般事務の職業 7,474 13,907 0.54 3624 48.5%

その他の運搬業 2,119 4,094 0.52 651 30.7%

職業

求人　＜　求職
（買い手市場）

求人　＞　求職
（売り手市場）
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２ 労働市場の状況（就労者別） 

 

（１）非正規雇用労働者の状況 ～一貫して増加傾向～ 

ア 若年者（１５歳～３４歳）の失業率の状況 

全国の労働力人口に占める完全失業者の割合（失業率）は、令和２年（2020

年）で２．８％であり、年齢階級別にみると、１５歳～２４歳では４．６％と高

くなっています(図表１１)。 

 

図表１１ 全国の若年者（１５歳～３４歳）の完全失業率   （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

資料：総務省統計局｢労働力調査（各年１０月１日時点）｣ 

 

 

イ 本県における非正規雇用労働者数（パート・アルバイト等） 

本県の非正規雇用労働者は、長期的にみて増加傾向にあり、平成２９年（2017

年）で、その数は２０万 8千人となっています。企業の雇用ニーズの多様化によ

り、雇用形態も、従来のパート、アルバイト中心から、派遣社員、契約社員（専

門職）、嘱託など雇用形態が多様化しています（図表１２）。また、年齢別雇用形

態（平成２９年（2017年））を見ると、就職氷河期世代（３５歳～５４歳）の割

合は２４．４％となっています(図表１３)。 

正規雇用労働者と比較して職業能力開発の機会が少ない非正規雇用労働者に

対しては、職業訓練やキャリアコンサルティング等の支援策を整備することで

より一層の潜在力を引き出すことが重要となります。  
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図表１２ 長崎県における非正規労働者の推移（平成４年～２９年）（単位：千人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１３ 長崎県における年齢別雇用形態（平成２９年）   （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局｢就業構造基本調査（各年１０月１日時点）｣ 

資料：総務省統計局｢就業構造基本調査（平成２９年１０月１日時点）｣ 
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（２）女性の雇用状況 ～ライフステージに応じた施策が鍵～ 

平成２７年（2015 年）の国勢調査による女性の労働力率9を年齢階級別にみる

と、本県の２０～５９歳までの女性の労働力率は全国水準より高くなっていま

す。平成２７年（2015 年）の本県の３５～３９歳を底とするいわゆるＭ字曲線10

は、平成２２年（2010 年）と比較して曲線の谷が浅くなっており、また、全国

水準と比べても浅いことから、出産・育児期において比較的高い水準で本県の女

性の雇用が維持されていると推測されます（図表１４）。 

平成２９年（2017 年）度の就業構造基本調査によると、長崎県の出産・子育

て世代（２５歳～４４歳）の無業者のうち、就職を希望しているが、出産・育児

やその他の理由により求職をできていない方が４０％を占めている状況になっ

ています（図表１５）。 

出産・子育て期等のライフステージに応じて女性が希望する職種・分野に就

業できるよう施策を講じ、潜在的に働く意欲のある女性の力を活かしていくこ

とが重要な課題となっています。 

 

図表１４ 全国と長崎県の女性の年齢階級別労働力率（平成22年、27年の比較）  

（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査（各年１０月１日時点）」 

 
9１５歳以上人口に占める、就業者と完全失業者（すぐ働ける状態にあり、仕事を希望する者）との合計

割合。 
10 ２０代で就職した女性が、３０代前後で出産等を期に離職し、子育てが落ち着く４０代に再就職すると

いう過程をたどることで一時的に労働力率が下がり、これによりグラフがＭ字を描く状態を示す。 



 

- 14 - 

 

図表１５ 長崎県の出産・子育て期（２５歳～４４歳）女性の無業者数 

     （就業希望であるが、求職活動ができていない理由の内訳） 

                 （平成２９年１０月１日時点） 

 

 

  資料：総務省統計局「就業構造基本調査」 

（単位：人、％） 
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（３）新規高等学校卒業者の雇用状況 ～県内就職率最高値なるも定着が鍵～ 

本県の新規高等学校卒業者のうち、約７割が大学・短大・専修学校等へ進学

し、約３割が就職しています（図表１６）。 

令和３年（2021 年）３月卒業者においては、求職者数のうち就職者数を示す

内定率は県内外を合わせて９８．３％であり、また、就職者のうち県内企業に就

職する割合は６９．５％となりました（図表１７，１８）。 

若年者の県外流出が課題である本県において、高等学校卒業者の県内定着に

ついて、今後も支援していく必要があります。 

 

図表１６ 長崎県における新規高等学校卒業者の進路（平成２４年～）（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：文部科学省｢学校基本調査｣ 

  

大学等進学
職業能力開発

施設
就職 その他 計

H24.3卒 9,321 208 3,981 530 14,040

H25.3卒 9,319 207 4,072 483 14,081

H26.3卒 8,746 149 3,811 476 13,182

H27.3卒 8,447 165 3,913 399 12,924

H28.3卒 8,494 172 3,900 349 12,915

H29.3卒 8,605 192 3,850 330 12,977

H30.3卒 8,488 206 3,755 291 12,740

H31.3卒 8,270 215 3,551 253 12,289

R2.3卒 8,351 165 3,468 177 12,161

構成比 68.6% 1.4% 28.5% 1.5% 100.0%
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図表１７ 長崎県の新規高等学校卒業者の就職内定率    （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎労働局「新規高等学校卒業者の就職内定状況等について」 

 

図表１８ 長崎県の新規高等学校卒業者数の内訳と県内就職内定率（単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎労働局｢新規高等学校卒業者の就職内定状況等について｣ 

 

H27.3卒 H28.3卒 H29.3卒 H30.3卒 R１.3卒 R2.3卒 R3.3卒

県内 2,286 2,374 2,456 2,342 2,190 2,265 2151

県外 1,676 1,568 1,442 1,443 1,393 1,189 946

合計 3,962 3,942 3,898 3,785 3,583 3,454 3097

県内就職割合 57.7% 60.2% 63.0% 61.9% 61.1% 65.6% 69.5%
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（４）若年者の雇用状況（学卒者の離職状況 フリーター等の雇用状況） 

～就職・定着に繋がるきめ細やかな支援が鍵～ 

 

ア 長崎県の新規学卒者（高等学校、大学）の離職状況 

本県の新規学卒者の離職状況をみると、就職後３年以内に離職する割合は、

高等学校卒業者、大学卒業者ともに４割前後で推移しています（図表１９）。 

高等学校卒業者の県内就職率が改善傾向にある中、就職後の早期離職への対

策は一層重要となっています。 

 

図表１９ 長崎県の新規学卒就職者の離職率（在職期間別）の推移 （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３年目までの離職率は、四捨五入の関係で１年目、２年目、３年目の離職率の合計と一致しな 

い場合あり。 

資料：長崎労働局「新規学卒就職者の離職状況について（平成２９年３月卒業者の状況）」 

  

22.2 22.5 20.4 19.7 17.6 19.5 17.6

13.3 14.7
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0
5

10
15
20
25
30
35
40
45
50

H25.3卒 H26.3卒 H27.3卒 H28.3卒 H29.3卒 H30.3卒 H31.3卒

新規高等学校卒業者
３年目

２年目

１年目

44.343.243.4
47.246.4

（参考） （参考）

17.1 15.5 13.4 15.8 15.4 14.5 14.7

11.8
11.4

11.9
12.2 13.1 12.8

9
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（参考）新規大学卒業者

38.3
37.637.034.6

37.9

（参考）（参考）
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イ 全国のフリーター、ニートの雇用状況 

全国のフリーター11の数は、平成２６年（2014 年）以降、令和２年（2020年）

までに４３万人減少しましたが、依然として１３６万人となっております。また、

ニート12の数は、５５万人前後とほぼ横ばいで推移していましたが、令和２年に

は前年と比較して１３万人増加し、６９万人となりました。（図表２０）。 

県内のニートの数は平成２９年（2017 年）１０月１日時点で３，９００人と

一定数おり、若年労働力が減少傾向にある中、フリーター、ニートなどの若年者

の希望する職業訓練を行うなど、就業に繋がる支援を今後ともきめ細やかに行

う必要があります。 

 

図表２０ 全国のフリーターとニートの数の推移       （単位：万人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
11アルバイトやパートの賃金を主な収入源として生計をたてており、将来設計がたてにくい１５歳～３４

歳までの若者。働き方の多様性の中で、自ら選択する若者がいる一方、不況を背景にやむを得ずフリー

ターになる者も多い。 
12 仕事や通学をせず、また働くための訓練を受けていない１５歳～３４歳までの若者。英語の「Not in 

Education, Employment, or Training (NEET)」の略称である。 

 

資料：総務省統計局｢労働力調査（各年１０月１日時点）｣ 

年度 15～24歳 25～34歳 計 15～24歳 25～34歳 計

Ｈ24年 77 103 180 26 36 62

Ｈ25年 80 102 182 24 35 59

Ｈ26年 73 106 179 22 34 56

Ｈ27年 70 96 166 22 34 56

Ｈ28年 63 91 154 22 34 56

Ｈ29年 64 88 152 21 33 54

Ｈ30年 61 82 143 21 32 53

Ｒ１年 59 79 138 24 32 56

Ｒ２年 59 77 136 37 32 69

フリーター ニート
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（５）中高年齢者の雇用状況 

長崎県の中高年齢者の就業率は、近年、高まっており、５５歳～６４歳では、

平成１２年（2000 年）に５８．２％であったものが、平成２７年（2015年）に

は６８．６％となっています。また、６５歳～７４歳でも平成１２年（2000年）

の２６．７％から平成２７年（2015 年）には３３．９％と、中高年齢者の就業

意欲の高まりを受け上昇しています（図表２１）。 

また、全国における３１人以上規模企業における常用労働者13数（約３千 

２３４万人）のうち、６０歳以上の方は約４０９万人で、１２．７％を占めてお

り、平成２７年（2015 年）と比べると、この５年間で１００万人以上増加して

います（図表２２）。 

このように、労働者の平均勤続年数が長期化する傾向にある中、企業側も高

齢者雇用確保措置（定年制の廃止、定年の引き上げ、継続雇用制度の導入等）が

求められ、高齢者の雇用を進めています（図表２３）。 

今後も個々人の職業人生は延びていくことが見込まれており、職業人生を通

して能力を十分に発揮できる環境を整備していくことが重要となります。 

 

図表２１ 長崎県の中高年齢者の就業率（就業者数／人口）  （単位：千人） 

 

※就業率は、総務省「国勢調査（各年１０月１日時点）」を基に就業者数÷人口で試算。 

 
13 期間の定めなく雇用されている者、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている者または日々 

雇用されると見込まれる者 
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図表２２ 全国の年齢別常用労働者の推移（６０歳以上）  （単位：万人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省｢高年齢者の雇用状況（令和２年６月１日現在）｣ 

 

図表２３ 高齢者雇用確保措置の実施状況（全国、長崎県）   （単位：％） 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省｢高年齢者の雇用状況（令和２年６月１日現在）｣ 

 

 

（６）障害者の雇用状況 

令和２年（2020 年）度の本県における障害者の就職率（就職件数÷新規求職

申込数）は３８．４％であり、一方で全国は４２．４％となっています。 

また、令和２年度の就職先（職業別）は、「運搬・清掃・包装等の職業」２４．１％、

「事務的職業」２３％、「サービスの職業」１８．６％、「生産工程の職業」９．１％

になっています（図表２５）。 

なお、県内民間企業の障害者雇用率（総数に占める障害者割合）は、令和２年

（2020 年）で２．６１％となり、法定雇用率２．２％を上回り、全国第４位と

なっています。 

県内 全国 県内 全国 県内 全国

H30年 99.7 99.8 28.7 27.6 27.6 25.8

R1年 99.1 99.8 31.8 30.8 30.8 28.9

R2年 99.7 99.9 34.8 33.4 33.6 31.5

66歳以上働ける制度の
ある企業割合

70歳以上働ける制度
のある企業割合

雇用確保措置導入
企業割合
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近年、障害者の新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の障害特性（身

体障害、知的障害、精神障害、発達障害、難病等）やニーズに応じた就職が実現

できるよう環境整備が求められています。 

 

図表２４ 長崎県の障害者の職業紹介状況（平成２８年度～令和２年度）（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２５ 長崎県の障害者の職業別就職状況（令和２年度） （単位：人、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省、長崎労働局「障害者の職業紹介状況について」 

資料：長崎労働局「障害者の職業紹介状況について」 

職     種

令和元年度
就職者数（人）

①

平成２７年度
就業者数（人）

②
増加数
①－②

令和元年度
構成比
（％）

サービスの職業 231 236 -5 18.6

運搬･清掃・包装等の職業 291 229 62 24.1

事務的職業 286 229 57 23.0

生産工程の職業 122 208 -86 9.1

専門的･技術的職業 114 91 23 9.0

販売の職業 85 70 15 5.5

農林漁業の職業 40 34 6 3.9

輸送･機械運転の職業 52 28 24 3.6

保安の職業 27 15 12 1.7

建設･採掘の職業 21 13 8 1.4

管理的職業 3 2 1 0.1

合計 1,272 1,155 117 100
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（７）外国人材（労働者）の状況 

令和２年(2020年)１０月末時点の本県における外国人労働者数は６，１７８人

で過去最高となっており、平成２７年（2015年）の４，２１０人から５年間

で４７％増となっています。在留資格別では、技能実習生14が２，９１２人と

４７％を占めており、前年比１０％増となっています（図表２６）。令和２年

（ 2020 年 ） の 技 能 実 習 生 を 国 籍 別 で み る と 、 ベ ト ナ ム が

１，７０７人（５８．６％）、次いで中国２６０人（８．９％）、インドネシア２

５７人（８．８％）、フィリピン２４９人（８．６％）の順となっています（図

表２７）。産業別では、製造業が２，０３５人（３３％）、次いで卸売・小売業

が９４１人（１５％）、農業・林業が６７１人（１１％）の順となっています

（図表２８）。 

平成３１年（2019年）4月から新たに創設された特定技能15については、令

和３年（2021年）３月末時点で２７６人となっており、特定産業分野別でみ

ると、農業１５３人（５５％）、造船・舶用工業５７人（２１％）、飲食料品製

造業３２人（１２％）となっています（図表２９）。 

 

図表２６ 長崎県における外国人労働者数の推移  （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎労働局「外国人雇用状況（各年１０月末時点）」 

 
14 国際貢献を目的に、開発途上国等の外国人を国内で一定期間（最長 5 年間）受け入れ、実際の仕事を通 

じて技能の習得・移転を図る技能実習制度を利用し、受け入れ先の企業等で、就労しながら技能等の習 

得を目指す外国人実習生 

15 深刻化する人手不足に対応するため、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人材を受け入れる新 

たな在留資格として創設された（平成 31 年（2019 年）4 月から受入開始） 

特定技能 

191人を含む 

技能実習生 

（増加傾向） 
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図表２７ 長崎県における国籍別技能実習生数（令和２年１０月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２８ 長崎県における産業別外国人労働者数（令和２年１０月末時点） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２９ 長崎県における特定技能在留外国人数（令和３年３月末時点） 

 

 

 

 

 

  

資料：長崎労働局 

   「外国人雇用状況」 

資料：長崎労働局 

   「外国人雇用状況」 
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第３部 職業能力開発の方向性と施策の展開 

 

【総説】  

 

第９次計画（平成２３年（2011 年）度～平成２７年（2015 年）度）では、リ

ーマンショックや東日本大震災後の厳しい経済・雇用情勢の下での雇用のセー

フティネットとしての職業能力開発強化に取り組みました。 

 

また、先の第１０次計画（平成２８年（2016 年）度～令和２年（2020 年）度）

では、少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少や景気回復による雇用情勢

の好転の流れが見られ、人材不足の深刻化といった状況があった中、職業能力

開発に取り組んできましたが、令和２年（2020 年）からの新型コロナウイルス

感染症の感染拡大の影響を受けて戦後最大の経済の落ち込みが生じるなど、職

業能力開発を取り巻く社会経済の環境は再び不透明な状況になっています。 

 

産業構造のサービス経済化や Society5.0 の実現に向けた動きに加え、新型コ

ロナウイルス感染症の影響の下で、社会全体のデジタル・トランスフォーメー

ション（ＤＸ）の加速化など、労働者を取り巻く環境が大きく変化している中

で、労働者に求められる能力も急速に変化していくことが見込まれています。 

 

人生１００年時代の到来と、職業人生の長期化・多様化の流れもあり、新卒一

括採用や長期雇用等に特徴づけられる日本型の雇用慣行も徐々に変化している

とされる中、労働者が主体的に能力の向上やキャリアの形成に取り組み、それ

を企業や国、県等が支援することにより、一人ひとりの実りある職業人生の実

現が求められています。 

 

 若者のものづくり離れ、技能離れの傾向がある中、これまで基幹的な産業の

ものづくり現場を支えてきた高度熟練技能者が徐々に引退していく状況となっ

ており、技能の継承、振興にも引き続き取り組んでいくことが課題となってい

ます。 
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一億総活躍社会に向けた国全体の動きや、働き方改革16の進展、外国人材ニー

ズの高まり、さらには、平成２７年（2015 年）9月に国連で採択された「誰一人

取り残さない」持続可能な社会の実現を目指すＳＤＧｓ（エスディージーズ）17

への対応も、雇用労働政策の分野において必要とされているところです。 

 

以上の観点から、第３部においては、経済・社会環境や労働者に求められる能

力の急速な変化等を念頭に置きながら、労働者の自律的・主体的なキャリア形

成の流れに即した人材育成、技能の継承と振興を、県や国、企業、民間教育訓練

機関等の関係する実施主体等が一体となって取り組み、本県における労働者の

職業の安定、地位の向上により、地域の活性化につなげていくための施策を提

示します。 

 

  

 
16 少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少、育児や介護との両立など、働く方のニーズの多様化等の状況

に直面する中、投資やイノベーションによる生産性向上とともに、就業機会の拡大や意欲・能力を存分

に発揮できる環境を創出するため、仕事と生活の調和、同一労働同一賃金、長時間労働の是正、高齢者

の就労促進等を一連の取組（平成 30 年（2018 年）7 月関連法公布） 
17 Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）のこと。１７のゴールで構成されており、人口減少

や地域経済の縮小等の課題を抱える地方自治体にとっても、その解決に資するものとされている。職業能力

開発施策については、目標８「働きがいも経済成長も」、「すべての人のための持続的、包摂的かつ持続可能

な経済成長、生産的な完全雇用及びディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を推進する」

につながるものとして位置づけられている。 
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１ 本県の地域・産業を支える人材の育成 

 

（１）産業界のニーズや社会環境の変化を踏まえた職業能力開発 

  社会経済の大きな変化の兆し、産業構造の変化、技術革新の流れ、制度的改

革（働き方改革等）の流れに対応した人材育成が必要となる中、人生１００年

時代、生涯現役時代の流れに即して県内産業界の求人ニーズ等に対応した産

業人材育成（職業訓練）に取り組んでいく必要があります。 

  個々人の職業人生が長くなる中、より充実した職業生活を送るためには、優

良な県内企業等への就職先の確保とともに、それぞれの能力や適性に見合っ

た職業選択・訓練選択のためのきめの細かなキャリアコンサルティングが必

要です。ＩＴ利活用や介護分野等など労働者に求められる能力の変化にも対

応しながら多様な訓練へと導くことが重要となります。 

  職業能力開発を推進していくうえで、その中心となるのは、県内における公

共職業能力開発施設である県立高等技術専門校（長崎と佐世保の 2施設18。以

下「高等技術専門校」）や、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構長

崎支部（以下「高障求機構」）の長崎職業能力開発促進センター及び佐世保訓

練センター（以下「ポリテクセンター」）が実施する公共職業訓練、さらに、

雇用保険を受給できない求職者等に対する求職者支援訓練を加えた公的職業

訓練（愛称：ハロートレーニング）、加えて、働き方改革の推進に向け、高障

求機構に平成２９年（2017 年）４月から設置された「生産性向上人材育成支

援センター」における事業主に対する生産性向上支援の訓練があります。 

  また、県内における職業訓練法人や事業主等が取り組む認定職業訓練19も重

要な役割を果たしています。これらの様々な公共職業訓練、公的職業訓練、さ

らに、事業所内等での認定職業訓練等を、若年層から中高年齢者、女性、障害

者、非正規雇用労働者等様々な働き手に対し、ライフステージ（就職・離職・

再就職あるいは、出産・育児期等）に対応して実施していきます。 

  県では、長崎労働局（以下「労働局」）との一体的実施事業の下、令和２年

（2020 年）４月に開所した「長崎県人材活躍支援センター」とハローワーク

を併設し、多様な求職者の早期就職に向けたワンストップ型支援に取り組ん

でおり、今後は、コロナ禍に対応したオンラインによる就職支援を実施するな

ど、キャリアコンサルティングの更なる充実化を図り、職業訓練への橋渡しに

取り組んでいきます。    

 

18 現在の長崎校（在長与町）は平成 13 年（2001 年 4 月）、佐世保校（在佐々町）は平成 15 年（2003 年

4 月）に、それぞれ既存の施設を統廃合して開設。訓練科は、長崎校で８科、佐世保校で７科設置。 

19 事業主等が雇用する労働者等に対して、職業能力の開発や資質の向上を図るため、事業所内等で実施す

る職業訓練のこと。職業能力開発促進法第 24 条に基づき、知事の認定を受けて実施するもの。 
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（２）県内の多様な職業能力開発機関等による一体的な施策の推進 

 産業人材の育成にあたっては、県や国（労働局や高障求機構）さらには県内の

産業界、大学等の教育機関が一体となって知恵を結集して取り組んでいく必要

があります。 

また、本県は離島・半島地域等も含めた県土全域において、効果的な職業訓練

を推進していくことも念頭に取り組んでいく必要があります。 

 職業能力開発施策の実施機関や関連機関等との一層の連携強化を図るため、

すでに設置されている様々な協議・連携のための組織・枠組を十分活用しながら、

県内における一体的・効果的な職業能力開発施策に取り組んでまいります。 

   

① 長崎県職業能力開発審議会を活用した本計画の進捗管理 

   本計画や、その他職業能力の開発に関する重要事項を調査・審議するため、

条例で設置されている長崎県職業能力開発審議会に本計画の進捗状況等を

報告しつつ進めてまいります。 

【本計画の着実な推進に向けた目安とする数値目標等】（P.48 詳細掲載） 

     １ 公的職業訓練及び認定訓練の受講者数 

     ２ 高等技術専門校の普通課程修了生の県内就職率 

     ３ 民間教育訓練機関への委託訓練（離職者訓練）修了者の就職率 

     ４ 技能検定合格者数 

     ５ 県内外国人労働者数（「技能実習」、「特定技能」） 

 

② 長崎県・長崎労働局・高障求機構との連携 

   平成２７年（2015 年）２月に県と労働局との間で締結した「長崎県雇用

対策協定」に基づき、産業振興等を通した魅力ある良質な雇用の創出と人材

確保を図るため、地域の求人ニーズ等に対応した職業訓練を展開するため

に設置された「長崎地域訓練協議会」において毎年度策定される「長崎職業

訓練実施計画」20を策定して職業訓練を実施してきており、引き続き連携し

て取り組んでまいります。 

   また、上記の「長崎県雇用対策協定」に基づき、若者の県内定着や良質な

雇用の確保及び地域の活性化など、県内情勢を踏まえた課題に対する対策

を機動的に反映させることを目的として、毎年「事業共同実施計画」を策定

し、地域の求人ニーズ等に対応した施策を推進してきており、今後も継続し

て取り組んでまいります。 

 
20 国の承認を経て実施される単年度の県内における職業訓練計画であり、高等技術専門校や高障求機構等

において取り組む職業訓練や就職支援の内容が明示されている（認定訓練を除く）。 
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③ 県立高等技術専門校のあり方の協議 

   高等技術専門校は、企業が求める基礎技術を有する、ものづくり分野を中

心とした人材を育成し、県内企業へ輩出するための訓練に取り組んでまい

りましたが、今後さらなる少子高齢化の進展や産業構造の変化等の社会・経

済環境に順応した訓練を実施していくことが必要となってくることから、

関係者との意見交換等を継続的に行いながら、運営体制の見直しに向けた

取組を進めていくことが重要です。 

既に、平成７年（1995年）度から各高等技術専門校に設置している運営協

議会21は、各校の訓練や就職までの全般にわたる産業界、教育機関、行政等

関係者による協議組織であり、これまで訓練内容の見直しや訓練生募集・就

職活動等の改善につなげてきましたが、今後も様々な立場からの意見を踏ま

えた高等技術専門校の効果的運営につなげるための議論を進めてまいりま

す。 

加えて、平成２７年（2015年）７月に設置された「長崎県産業人材育成産

学官コンソーシアム」の枠組の中で組織された「高等技術専門校のあり方検

討ワーキンググループ（ＷＧ）」会合の構成員（行政や産業界等）22等による

必要な協議を行い、長崎県職業能力開発審議会等との連携も図ってまいりま

す。 

  

 
21 運営協議会の構成は以下のとおり。 

（長崎高等技術専門校）長崎電気工事業協同組合、長崎市管工業協同組合、一般社団法人長崎県自動車整

備振興会、一般社団法人長崎県建築士事務所協会、一般社団法人長崎県溶接協会、長崎つくば工

業協同組合、長崎県印刷工業組合、長崎商工会議所、長崎県商工会連合会、長崎県中小企業団体

中央会、長崎県職業能力開発協会、長崎工業高等学校、長崎明誠高等学校、長与町、長崎労働局 

（佐世保高等技術専門校）佐世保機械金属工業協同組合、佐世保電気工事業協同組合、長崎県自動車車体

整備協同組合、(一社)長崎県自動車整備振興会北松支部、佐世保商工会議所、長崎県建設産業労

働組合北松支部、長崎県溶接協会、県立佐世保工業高等学校、県立清峰高等学校、佐世保市、

佐々町、長崎労働局 

22 産業界からは、県中小企業家同友会、県電気工事業工業組合、県自動車整備振興会、県建築士事業所協

会、県溶接協会等がメンバーになっており、県立高等技術専門校（長崎校、佐世保校）、長崎労働局、

高障求機構、県で構成される会合。 
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２ 職業人生を通じた自律的・主体的なキャリア形成の促進 

 

（１）職業人生の長期化の流れ等に対応したキャリアコンサルティングの推進 

 人生１００年時代の到来により個々人の職業人生は長期化する傾向があり、

また、それぞれの自己実現に向けた職業選択と実り多い豊かな人生につなげて

いくことが重要です。 

そのためには、それぞれのキャリアプランや職業観に合致した職業能力開発

の機会を確保することが重要であり、人生の様々なステージに対応したきめ細

かなキャリアコンサルティングを受けながら就職・定着につなげ、やむを得ず離

職した場合や、いったん自己都合等で離職した後に再就職を目指す場合にも、本

人の希望やニーズに応じた職業訓練機会の確保を図り、再就職や定着につなげ

ていくことが求められます。 

 また、働き方改革も進み、個々人の職業観も多様化の傾向にあり、中長期的に

は、雇用側において従来の新卒一括採用や長期雇用といった日本型雇用慣行か

ら労働者のスキルを重視したジョブ型雇用23への動きや、在籍型出向の動き等も

あることから、自らのキャリアプランに即し、働き甲斐を重視したスキルアップ

やキャリアチェンジなど、個々人が主体的にキャリアを形成する動きが今後増

えることが予測されるため、多様な訓練内容の充実等に取り組んでいきます。 

職業能力開発を効果的に進めていく上では、きめ細かなキャリアコンサルテ

ィングが必要であり、個々人の職業能力・スキルにかかる客観的な評価を加えな

がら、必要かつ最適な訓練のマッチングすることが重要です。そのツールの一つ

として職務経歴等記録書（ジョブ・カード24（以下「ジョブ・カード」））を活用

して、最適なキャリアプランが必要となります。ジョブ・カードは、高等技術専

門校の学卒者訓練や離職者訓練において既に広く活用されていますが、今後デ

ジタル化が見込まれていることから、その利活用の促進を図っていきます。 

 これらの取組とあわせて、県では、入社１～３年目の若手人材の早期離職を防

止するため、オンラインを活用した若手社員向け研修の実施や、企業へのメンタ

ー（カウンセラー）派遣による相談体制整備の支援に取り組みます。また、人材

育成に対する経営者の意識啓発を図るとともに、キャリアパス導入支援セミナ

ーやＯＪＴ指導員育成セミナーといった各種セミナー等を通じ、職業能力開発

の促進に寄与する環境の整備を図っていきます。 

 
23 求められる職務内容や当該職務遂行にあたって労働者に必要とされる適性、能力、経験等を明示して実

施される雇用形態であり、新卒一括採用や長期雇用といった従来の日本型の雇用慣行（メンバーシップ

型）とは異なるもの。 

24 個々人の職務経歴、学習歴・訓練歴、免許・取得資格等、職業能力の見える化した職業証明ツール（平

成 20 年（2008 年）度から実施。平成 28 年（2016 年）度様式変更。今後、デジタル化の予定）。 
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（２）リカレント教育、リスキリングやスキルアップの推進 

 経済社会構造の変化やデジタル技術等が進む中、ＩＴリテラシー等求められ

る職務内容や技能に働き手がしっかりと適応していくためには、在職中である

か否か、正規雇用か否かにかかわらず、誰もが希望する職業訓練を受けることが

可能な体制を整える必要があります。 

 職業人生が長期化し、生涯現役社会も叫ばれる中で、様々な働き手が充実した

キャリアアップや自己実現を図っていくうえで、職務に必要な知識や技能の学

び直しができるリカレント教育や、技能の再習得等を図るリスキリングの機会・

体制を一層確保してくことが重要となります。 

 特に、正規雇用労働者よりも職業能力開発の機会に恵まれていないとされる

非正規雇用労働者に対する訓練機会の確保や、高齢者や障害者、さらには出産・

子育て等でキャリアを中断した女性の再就職を促すためのリカレント教育やリ

スキリングの推進により、意欲ある働き手の潜在的な能力を高め生産性向上を

図り、地域の活性化を進めていくことが重要です。 

 このため、高等技術専門校が民間教育訓練機関のノウハウを活かしながら実

施する離職者訓練（委託訓練）や施設内における在職者訓練、さらには高障求機

構が実施する離職者訓練や在職者訓練、求職者支援訓練、生産性向上支援訓練な

ど、多種・多様な訓練機会を必要とする労働者等に提供できるよう、労働局や高

障求機構とも連携しながら進めていきます。 

 県が取り組む離職者訓練（委託訓練）において、施設内訓練と職場実習を組み

合わせた訓練（デュアル訓練）の実施や、ＩＴ専門人材の訓練（2年課程）育成

が令和２年度から開始されており、ＩＴリテラシーの充実強化による情報処理

技術者育成にも積極的に取り組んでいきます。 

また、国が定める民間教育訓練機関における職業訓練サービスの質の確保・向

上のための「職業訓練サービスガイドライン」25に適合する県内民間職業訓練機

関（委託訓練の実施主体）の事業所認定を目指し、職業訓練のさらなる質の向上

にも努めていきます。 

  

 
25 民間教育訓練機関が提供する職業訓練サービスと民間教育訓練機関のマネジメントの質の向上を目的と

した、民間教育訓練機関のためのガイドライン。民間教育訓練機関の提供する自発的な職業訓練サービ

スのほか、民間教育訓練機関が委託訓練、求職者支援制度における認定訓練及び教育訓練給付制度にお

ける指定講座により実施する職業訓練サービスの質の確保・向上を目的とするもの。現在、県内におけ

る認定事業所はない。 
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３ 職業人生を支える労働市場のインフラ（訓練拠点等）強化 

～産業界や地域の人材ニーズを踏まえた公的職業訓練等の充実強化～ 

 

（１）県立高等技術専門校の充実強化 

    

  ① 学卒者訓練 

    高等技術専門校は、これまで、溶接や機械、電気、自動車等のものづく

り系を主体として、地場企業が必要とする基礎的技能・技術等を習得した

若手の産業人材を県内産業界に供給することで、県内基幹産業振興の一

翼を担ってきました26。 

第４次産業革命（ＩｏＴ、センシング、ビッグデータ、ＡＩ、ロボット

等）に伴う技術革新の進展や、新型コロナウイルス感染症の影響によるデ

ジタル技術の社会実装が進展する中、社会全体のデジタル・トランスフォ

ーメーション（ＤＸ）の加速化が見込まれることから、全訓練科の訓練生

を対象に、ＤＸに関する意識付けを図っていきます。 

令和３年（2021 年）は教育ＩＣＴ（情報通信技術）元年とされており、

今後はタブレット端末等によるＩＣＴ教育を受けた学卒者を訓練生とし

て受け入れていくことから、それに見合った訓練への対応も必要となり、

また、少子化の動向を踏まえた訓練規模の検討も必要です。 

さらに、県内において造船・プラント分野に次ぐ新たな基幹産業の創出

（海洋エネルギー関連、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連、航空機関連）の取

組や、半導体、医療関連といった今後成長が見込まれる分野の動向にも着

目し、溶接（造船関連）技術で培った技能等を活かした訓練内容の充実・

強化にも長期的かつ戦略的な視点で取り組んでいきます。 

また、人生１００年時代の到来により職業人生が長期化する中で、自ら

の職業人生を充実させていくための技能の修得、磨き上げの拠点としての

機能を果たすため、多くの有望な若者人材が集う、開かれた高等技術専門校を

目指した情報発信にも取り組みながら、訓練の充実に取り組んでいきます。 

 

26 現在の高等技術専門校における設置訓練科と定員については以下のとおり（*は 2 年課程）。 

（長崎高等技術専門校）電気システム科*（20 名）、自動車整備科*（20 名）、建築設計施工科*（20

名）、機械加工・制御科*（20 名）、溶接技術科（30 名）、商業デザイン科

（20 名）、観光・オフィスビジネス科（20 名）、配管設備科（10 名） 

（佐世保高等技術専門校）電気システム科*（20 名）、自動車整備科*（20 名）、オフィスビジネス科

（20 名）、建築設計施工科（20 名）、機械技術科（20 名）、溶接技術科（30

名）、自動車塗装科（20 名）  
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＜参考＞ 高等技術専門校の普通課程（学卒者訓練）・短期課程（令和３年度） 

長崎校 佐世保校 

科名（訓練期間） 
在校 

定員 
科名（訓練期間） 

在校 

定員 

① 電気システム科（2年） 
1年 20 

① 電気システム科（2年） 
1年 20 

2年 20 2年 20 

② 自動車整備科（2年） 
1年 20 

② 自動車整備科（2年） 
1年 20 

2年 20 2年 20 

③ 建築設計施工科（2年） 
1年 20 ③ 建築設計施工科（1年） 20 

2年 20 ④ 機械技術科（1年） 20 

④ 機械加工・制御科（2年） 
1年 20 ⑤ 溶接技術科（1年） 20 

2年 20 ⑥ 自動車塗装科（1年） 20 

⑤ 溶接技術科（1年） 30 ⑦ ｵﾌｨｽビジネス科（1年） 20 

⑥ 商業デザイン科（1年） 20 
   

⑦ 観光・ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ科（1年） 20 

普通課程（学卒者訓練） 計 230 名 普通課程（学卒者訓練） 計 180 名 

＜短期課程＞  
 

⑧ 配管設備科（6ヶ月） 10 

合計 240 名  180 名 

累計 420 名 

 

【Society5.0等に対応した訓練内容等の見直し（検討項目）】 

 

○電気システム科：ＩｏＴへの対応として、ネットワーク構築やシーケ

ンス制御実習機器の充実の検討 

○自動車整備科：先進運転支援システムや電気自動車等への対応として、

センシング等の新整備技術研修や電子制御装置訓練

の充実を検討 

○建築設計施工科：情報端末を用いた設計・積算・施工管理への対応と

して、３次元ＣＡＤ実習やＩＴリテラシーの訓練の

充実を検討。 

○機械加工・制御科／機械技術科：航空機分野等への対応として、３次

元ＣＡＤ／ＣＡＭ、３Ｄプリンター、ＮＣ工作機械

を用いた加工やプログラミング実習の充実、産業用
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ロボットを活用した訓練を検討。 

○溶接技術科：産業用ロボットへの対応として、溶接ロボットティーチ

ング実習の充実を図るとともに、訓練内容の高度化

へ向けてプレスブレーキ等のＮＣ加工実習、ＣＡＤ

実習の充実を検討。 

○観光・オフィスビジネス科／オフィスビジネス科：ＩＣＴへの対応と

して、各種ソフトウェアを用いた事務処理実習や双

方向通信の訓練スタイルの充実を検討。 

○商業デザイン科：インターネット販売等への対応として、Ｗｅｂ制作

実習や写真（動画）制作実習の充実を検討。 

○自動車塗装科：色差判定やデータ管理への対応として、調色機を用い

た色彩理論や調色実習、カラーマッチング実習の充実

を検討。 

 

 

   ② 在職者訓練 

    高等技術専門校においては、県内企業の在職者に対する様々な訓練ニ

ーズに対応するため、在職者に対する施設内における短期訓練を以下の 3

つの分類により実施しています。 

      ①産業人材育成セミナー 

        熟練技術者による技術・技能継承、若手人材の育成支援を目的

として実施 

      ②資格取得講習会 

        国等が認定する技術・技能の取得を支援する目的で実施 

      ③オーダーメイド型セミナー 

        県内中小企業等を対象に、具体的な訓練要望に応じたカリキ

ュラムを作成し実施。 

在職者訓練に対する県内産業界からの要望としては、個々の企業にお 

いて習得が困難な特殊技術にかかる訓練の実施や、団塊の世代の退職等

による技能の継承の機会の確保等があることから、技術・技能の継承対

策や新たな技能習得の機会を創出していくことを目的に、今後も充実し

た訓練を、ポリテクセンターとの役割分担を明確にしたうえで進めてい

きます。  
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   ③ 離職者訓練 

    高等技術専門校が、県内民間教育訓練施設のノウハウを活かし、デジタ

ル化の進展によるＩＴ人材や介護人材の育成、ＯＡ事務や観光分野等に

おける人材確保、さらに障害者に対する多様な訓練ニーズに対応するた

め委託訓練27を実施しています。 

若者、女性、高齢者、障害者等の様々な訓練ニーズを、労働局や県内の

ハローワーク窓口等と連携して把握しつつ、きめ細かなキャリアコンサ

ルティングを行いながら、訓練の充実に取り組んでいきます。 

また、高等技術専門校における短期課程として実施している施設内訓

練（長崎校にて配管設備科を設置（平成２４年（2012年）～）について

も、今後も県内産業界のニーズに対応して実施してまいります。 

 

＜参考＞ 離職者訓練（委託訓練）実施計画（令和３年度） 

訓練分野 訓練期間 定員 実施地区 

介護福祉士 ２年 ２４名 長崎、佐世保、壱岐 

ＩＴ（長期） ２年 １０名 諫早 

経理実務 ６月 １１０名 長崎、佐世保、諫早、大村 

ＩＴ ６月 １０５名 長崎、佐世保、諫早 

介護実務 ６月 ２１０名 長崎、佐世保、時津 

介護初任 ３月 ６０名 長崎、島原 

ＯＡ事務等  

 経理基礎 ３月 ２４５名 長崎、佐世保、諫早、島原 

 総務人事 ３月 ４０名 長崎、諫早 

 営業販売 ３月 ３５名 長崎、佐世保 

 医療事務 ３か月 １１５名 長崎、佐世保、諫早 

 ＯＡ一般 ３月 ６６９名 長崎、佐世保、諫早、大村、島

原、雲仙、五島 

 観光 ３月 ６０名 長崎 

実習併用型（ﾃﾞｭｱﾙ訓練）  

 介護系 ４月 ６０名 長崎、佐世保、諫早 

合計 １，７４３名  

 

27 県内の専修学校等の民間教育訓練機関等を活用し、離職者等の再就職のための職業訓練及び就職支援

を実施。訓練内容は、介護、経理実務、IT、OA 事務（経理基礎、総務人事、営業販売、医療事務

等）、観光、実習併用型（デュアル訓練。介護系等）があり、年間概ね１千人以上が終了、うち概ね８

割が就職している。 
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（２）ポリテクセンター等における職業能力開発の推進 

 

   独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構長崎支部（以下「高障求機

構」）の長崎職業能力開発促進センター及び佐世保訓練センター（以下「ポ

リテクセンター」）は公共職業訓練や生産性向上支援訓練28等を実施する重

要な県内の公共職業能力開発施設であり、県立高等技術専門校が実施する

職業訓練との明確な役割分担のもと、ものづくり分野に特化した６ヶ月を

標準とした離職者訓練や企業実習付訓練（日本版デュアルシステム）、導入

訓練（橋渡し訓練）などの離職者向け訓練、さらには在職者を対象とした在

職者訓練や生産性向上支援訓練を実施しています。 

   離職者訓練においては、業界のニーズに基づき、主にものづくり分野にお

いて、民間教育訓練機関では実施が難しい機械系、電気・電子系、居住系の

訓練コース29を施設内訓練として設定し、基本となる技能を習得する訓練や

職場実習を組み合わせた訓練（日本版デュアルシステム）を実施していきま

す。また、雇用保険の対象とならない求職者等を対象とした求職者支援訓練

を民間教育訓練機関と連携して実施していきます。 

   在職者訓練では、産業基盤を支える高度な職業能力を有する人材を育成

するため、事業主のニーズ等に基づき効果的な訓練を実施していきます。 

   以上、ポリテクセンターにおいては、ものづくり分野における訓練を主体

として、スケールメリットを活かした施設内訓練の離職者訓練及び高等技

術専門校では担えない高度な在職者訓練30等を実施し、役割分担を明確にし

ながら取り組んでいきます。 

  

 

28 企業が生産性を向上させるために必要な知識などを習得する職業訓練。ポリテクセンターに設置され

ている生産性向上人材育成支援センターが、専門的知見を有する民間機関等と連携して、企業が抱える

課題や人材育成ニーズに対応した訓練を実施している。 
29 機械系（機械加工、金属加工（板金・溶接等））、電気・電子系（電気設備技術）、居住系（設備管理、

住環境コーディネート）等のコースの他、1 ヶ月間の導入訓練として、ものづくりスタート訓練あり。 

30 ものづくり分野を中心とした企業のニーズに対応した能力開発セミナーと生産性向上のために必要な知

識等を習得する生産性向上支援訓練（ＩＴ活用訓練含む）があり、前者の訓練分野は、設計・開発、組

立・加工、工事・施工、検査、保全・管理、教育・安全の６分野に分類され、後者は生産管理、組織マ

ネジメント、マーケティング、データ活用等の 4 分野で実施されている。 
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（３）民間の活力等を活かした多様な職業訓練等の充実強化 

 

   ものづくり分野のＩｏＴ技術等第４次産業革命の進展や技術の進歩等に

よる業務の変化に対応した訓練など、離職者や在職者に対する多様な職業

訓練を実施していくことは、職業能力に係る労働力需給のミスマッチを解

消するとともに、就職への橋渡しにつながることから、国や県、労働局、職

業訓練法人等による様々な職業訓練を推進していきます。 

   高等技術専門校における離職者訓練（委託訓練）については、知識の付与

及び実習による技能の修得に寄与する民間教育訓練機関等の活力を活かし、

国家資格の取得やこれからの産業構造の変化に標準的に取得を求められる

IT 理解・活用力習得、さらには一層の人材確保が必要となる介護分野等に

おいて推進するなど、希望者に対して、より訓練サービスを受けやすくなる

環境づくり（託児サービス付等）に努めます。 

実施機関となる民間教育訓練機関においては、国が示す職業訓練サービス

ガイドラインに沿った訓練の質の向上にも努めるとともに、新型コロナウイ

ルス感染症の影響・存在を前提として、同時双方向型によるオンライン訓練

の実施等にも積極的に取り組んでいきます。また、求職者の事情や、本県特

有の離島・半島地域の地勢的条件等により通所での職業訓練の受講が困難な

受講者に対して、eラーニング等によるオンライン訓練の活用を通じ、職業

訓練の機会の提供に努めます。 

また、雇用保険を受給できない求職者等を対象として、民間教育訓練機関

が国の認定を受けた職業訓練を実施する「求職者支援訓練」についても、継

続して実施していきます。 

   多様な職業訓練を実施するうえで、事業主等が事業所内等にて実施する

認定職業訓練は、事業主等が雇用する労働者に対して実施する職業能力の

開発や資質の向上に寄与する訓練として重要であることから、今後も国や

県による支援を実施してまいります。 

   企業が自ら実施する計画的なＯＪＴやＯＦＦ-ＪＴの実施も人材育成上

重要であることから、労働局において人材開発支援助成金31や雇用保険にお

ける教育訓練給付制度32による支援を実施していきます。    

  

 
31 企業が実施する OJT と Off-JT を組み合わせた訓練、若年者への訓練、労働生産性向上に資する訓練、 

有給教育訓練休暇制度を導入して実施する訓練、有期契約労働者等（契約社員・パート・派遣社員な

ど）に対する訓練等の取組に対する国の助成制度。 

32 働く方の主体的な能力開発の取組又は中長期的なキャリア形成を支援し、雇用の安定と再就職の促進を

図ることを目的とし、教育訓練受講に支払った費用を対象とする国の給付金制度。 
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４ 一人ひとりの職業人生・ライフスタイル実現に向けた人材育成 

 

（１）様々な働き手に対応した職業能力開発 

 

①非正規雇用労働者の職業能力開発 

  非正規雇用労働者は、正規雇用労働者に比べて、十分な訓練機会に恵まれて

いない状況にあることから、意欲ある個々人に対し、きめ細かなキャリアコン

サルティングの実施により、そのスキルの習得・定着を図るための支援体制を

構築していく必要があります。職業訓練の機会を活かし、必要とする知識、技

術、スキルを習得することが、非正規雇用労働者の処遇の改善に向けて重要で

す。このため、高等技術専門校やポリテクセンターにおいて、非正規雇用労働

者を対象とした在職者訓練を実施していきます。また、非正規雇用労働者が働

きながら訓練を受講しやすい短時間の訓練コースの設定についても推進して

いきます。 

  特に、不本意の非正規労働者の割合が高いとされている就職氷河期世代に

対する支援が重要であることから、県と労働局は、令和２年度に官民協働で設

置した「ながさき就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム」において策定し

た「ながさき就職氷河期世代活躍支援プラン」に基づき、他の関係機関とも連

携し、就職氷河期世代の正規雇用に向けた支援に取り組んでいきます。 

 

②女性の活躍を促進する職業能力開発 

  労働市場への女性の参画を促進するため、女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）の趣旨を踏まえ、就業支援を図

る取組を安心して子供を生み育てる環境を整えることと同時に進めていく必

要があります。 

  女性を就業へとつなげるためには、そのニーズに応じて安心して職業能力

開発訓練を受ける機会を設けていくことが必要です。 

このため、女性の就業に関する支援をワンストップで行う「ウーマンズジョ

ブほっとステーション」等の相談窓口において対応するとともに、育児と仕事

を両立する就業ニーズに対応するため、高等技術専門校が実施する離職者訓練

（委託訓練）においては、多様なニーズに対応した訓練内容とする他、託児サ

ービス付訓練の環境づくりも積極的に進めてまいります。 

  長崎労働局やハローワークの各窓口、長崎県人材活躍支援センターの窓口

や地域の子育て支援を行う取組とも連携しつつ、女性の職業能力開発を進め

てまいります。 

 

 



 

- 38 - 

 

③若者の定着を踏まえた職業能力開発    

  中学や高校の教育現場において職業生活に対する価値観等を醸成していく

ことは、長期化する職業人生を実り多いものにするための動機づけとなるこ

とから、希望する生徒等を対象に、高等技術専門校における「オープンキャン

パス」の実施等により技能の習得と職業に関連する情報の提供を促進します。 

  若者において職業観を身に付ける機会として、インターンシップの実施は

もとより、フリーター、ニート、就職氷河期世代で無業状態の者に対して、働

き出す力を引き出し、職場定着までを支援する地域若者サポートステーショ

ンによる相談体制の充実を図ります。 

  また、早い段階から職務経歴等記録書（ジョブ・カード）を活用したキャリ

アコンサルティングを受ける体制を整備し、生涯を通じた長い職業生活に向

けて意識を高めるよう取り組んでいく必要があることから、高等技術専門校

の学卒者訓練におけるジョブ・カードの利活用はもとより、県内専門学科高校

等においても、将来的なジョブ・カードのデジタル化を踏まえた利活用を進め

ていきます。 

  このほか、若者のものづくり分野への関心を高め、技能者の育成を図る観点

から、高校生を対象とする溶接技術の講習会の開催や、高度熟練技能者の派遣

等による技術指導等の取組を進めます。 

 

④人生１００年時代における中高年齢者の職業能力開発 

我が国の高齢者の就業意欲は高いとされており、人生１００年時代の到来を

踏まえ、高齢者の活躍を進める取組が求められています。本県においてもハロ

ーワークにおける中高年齢者の求職の動きも増加傾向にあります。 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第１０

条の２の規定に基づき、様々な就業経験や社会参加の形態を含めた７０歳まで

の就業機会を確保する制度の創設等、中高年齢者の強みを発揮できるよう職業

能力の蓄積を図るとともに、継続雇用やキャリア転換等の再就職を希望する中

高年齢者の職業能力開発施策を一層充実させていくことが重要になっていま

す。 

このため、ながさき生涯現役応援センター33等では、中高年齢者に対して、

高齢期を見据えたキャリアプランの再設計やそれまでの経験や希望に沿った

社会参加ができるよう、相談や就職情報を提供するなど支援の充実に努めてま

いります。 

職業能力開発に向けての訓練内容についても、意欲ある中高年齢者を対象に、

 

33 就業から社会参加まで幅広い相談対応の窓口。県等が国の委託で平成２９年（2017 年）3 月設置。 
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高等技術専門校における委託訓練において、リカレント教育やリスキリングに

つながる訓練や、ＩＴリテラシー等の多様な訓練の充実に取り組んでまいりま

す。 

  ポリテクセンターにおいては、６５歳超の高齢者の継続雇用の実現に向け

て、生産性向上支援訓練の一環として、中高年齢層の労働者が身につけておく

べき能力の習得に資する訓練コースの提供等に取り組んでいきます。 

  労働局においては、事業主等がその雇用する中高年齢者に対する訓練を実

施した場合に、人材開発支援助成金により訓練経費等を助成することにより、

企業内での中高年齢者の更なるスキルアップを促進していきます。 

  

⑤障害者の障害特性やニーズに対応した職業能力開発 

障害者の雇用については、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年

法律第１２３号）第３７条の規定に基づき、平成３０年（2018 年）４月から精

神障害者も雇用義務対象に加わり、ハローワークにおける新規求職申し込み件

数が増加するなど、障害者の障害特性（身体障害、知的障害、精神障害、発達

障害、難病等）やニーズに応じた就職が実現できるよう一層の環境整備が求め

られており、加えて、人生１００年時代の到来による職業人生の長期化を踏ま

え、雇い入れ後のキャリア形成支援にも取り組むことが求められています。 

このようなことから、多様な障害者の特性や、障害者のニーズに応じた就職

につながる職業能力開発に取り組むとともに、障害者の職業の安定を図る必要

があります。 

具体的には、障害者の多様なニーズに応じた委託訓練事業（３か月間）、特

別委託訓練（６か月間又は１年間）の実施や、高障求機構にある長崎障害者職

業センターでのジョブコーチ支援やリワーク支援などの取組を推進します。 

また、障害者の就業に向けた技能習得のインセンティブとなる障害者技能競

技大会（アビリンピック34 地方大会、全国大会、国際大会）への参加を奨励す

るなど、障害者の職業生活の充実につながるよう取り組んでまいります。 

 

  

 
34 アビリンピック（ABILYMPICS）は、アビリティ(能力-ABILITY)とオリンピック（OLYMPICS）を

合せた名称で、障害のある方々が日頃培った技能をお互いに競い合うことにより、その職業能力の向上

を図るとともに、企業や社会一般の障害のある方々への理解と認識を深めてもらい、その雇用の促進を

目的として開催（昭和 47 年（1972 年）～）。 
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（２）職業能力評価等のインフラ整備 

 

①技能検定・職業能力評価等の推進 

技能検定等の職業能力評価制度や職業情報提供サイト（日本版 O－NET）に

ついては、それぞれの職業に必要な能力の把握や能力の客観的な評価に活用で

きるものであり、労働者のキャリア開発の目標設定・動機付けとして機能する

ことにより、労働者の自律的・主体的な能力の向上にも資するものです。 

これらの職業能力評価制度が、労働者・企業において十分に活用されるよう、

企業をはじめとした社会における認知度の向上や普及・促進を図っていきます。 

 

ア 技能検定の活用促進 

技能検定制度35は、試験実施主体である長崎県職業能力開発協会と連携し、

地元企業等のニーズを踏まえ、きめ細かな職種に対応できるよう試験体制の

確保を図り、労働市場のインフラとして、技能検定制度の普及に努めます。

学生や若年層のキャリア形成に対するモチベーションの向上や円滑なキャ

リアアップに資するため、若年者受験減免制度（平成２９年（2017年）１０

月～）のさらなる利用促進を図り、学校教育の現場との連携により若者等に

対する技能検定（３級技能検定）の積極的な活用を促進します。 

また、認定職業訓練を修了し、技能士補の資格を取得した者に対する技能

検定の受検を促進します。今後受入れの増加が見込まれる外国人技能実習生

を対象とした技能検定（随時試験）についても、長崎県職業能力開発協会と

連携しつつ実施体制を確保していきます。 

 

イ 職業情報提供サイト（日本版 O－NET）の活用 

労働者が自らキャリアを形成し、転職や再就職も含めた希望するライフス

タイルを実現するためには、自身の職業能力の客観的な評価が得られる労働

市場インフラの整備を進めていくことが重要です。 

日本版 O－NET について、労働者個人に求められる職務遂行能力を分析し、

個々人の職業能力と各職種で求められる能力を比較することで、適性のある

職業分野を探すツールとして、キャリアコンサルティング等において、その

活用も図っていきます。  

 
35 技能検定制度は、働く上で身に付ける、または必要とされる技能の習得レベルを評価する国家検定制度

で、機械加工、建築大工、フィナンシャル・プランニング等全部で 130 種類の検定制度。合格者は「技

能士」を名乗ることができる（特級、1 級、2 級、3 級、単一等級（等級区分なし）がある）。 
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②職務経歴等記録書（ジョブ・カード）の活用推進 

個々の労働者のスキル、資格、職務経験等の証明・評価のもとになるジョブ・

カードは、これまで求職者と求人企業のマッチング等の場面で活用されてきま

したが、個人の生涯を通じたキャリア・プランニング及び職業能力証明のツー

ルとして活用が進んでいることから、職業能力の見える化や人材育成、従業員

のモチベーション向上、定着等組織の活性化に役立つツールとして、更なる普

及を進めていきます。 

ジョブ・カードの周知及び活用促進にあたっては、労働局、キャリア形成サ

ポートセンター、訓練実施機関等の関係機関がその普及に連携して取り組んで

いきます。 

また、今後の社会経済情勢の流れに対応してジョブ・カードのデジタル化が

見込まれている36ことから、一層の利便性の向上を図っていきます。 

 

  

 
36 本計画の指針となる国の「第 11 次職業能力開発基本計画」において、「長期にわたるキャリア形成の

促進のため、新たにジョブ・カードをオンラインで登録・更新できるウェブサイトシステムの構築、マ

イナポータルとの連携など、ジョブ・カードのデジタル化を推進する」施策を国において講じることと

されている。 
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５ 技能継承・技能振興の促進 

 

本県では、国が「人材開発促進月間」と定める毎年１１月において、若者の

技能離れや企業における技能の継承問題への対応、さらには県民を対象に職業

能力開発の取組を身近に感じてもらうことを目的として、技能振興のイベント

（「長崎県の技の祭典！技能祭り」）や熟練技能者に対する表彰等（「優れた技

能者」長崎県知事表彰」等）を実施しており、今後もさらなる取組の推進と周

知等に努めてまいります。 

 

（１）高度な技能労働者、卓抜した熟練技能者による技能伝承、技能継承の推進 

 

わが国の基幹的な産業のものづくり現場を支えてきた熟練技能者が徐々に

職業生活から引退過程を迎えているため、ものづくり現場を支える熟練した技

能及びこれに関する知識が若年者に円滑に継承されるよう現場の戦力となる

人材の育成を図っていくことが重要です。 

県内では技能者の最上位となる叙勲受章者や黄綬褒章受章者37を、造園工や

陶磁器製造工等の分野において、これまで７０人以上輩出しており、それに続

く厚生労働大臣表彰者である「現代の名工」38についても、機械加工や西洋料

理等の幅広い分野において８０人以上が受賞しており、また、県内の優れた技

能者である「長崎マイスター」39についても建築・土木分野、製造業分野等に

おいて５０人以上が認定されています。 

これらの技能者の方々は、技能士の認定を経て、高度な熟練技能等を長年に

わたって研鑽されてきた方々であることから、このような認証制度や認証に至

る過程等を広く周知することで、技能尊重の気運を醸成し、社会的な評価の向

上を図り、社会の認知度を高めていく必要があり、ひいては、次世代を担う若

者への道標となりうるものです。 

このようなことから、高度で熟練した県内技能者の社会における評価や価値

を高め、技能の伝承や継承に向けて、情報発信にも力を入れながら取り組んで

まいります。 

 

 
37 卓越した技能者として業務に 20 年以上精励し、第一線で活躍している模範となる高度技能者として認

められた者（原則、「現代の名工」として厚生労働大臣表彰を受けた者） 

38 卓越技能者として、全国を通じて第一人者とされる現役の高度技能者であり、他の技能者の模範と認め

られる者等として厚生労働大臣に表彰された者（原則、県知事表彰を受けた者） 

39 特級・1 級・単一等級（等級区分なし）の技能士等として優れた技能を持ち、後継者の育成に熱意を持

って取り組む高度技能者（原則、「優れた技能者」として県知事表彰を受けた者） 
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（２）次世代を担う技能人材の育成 

 

若者のものづくり離れ、技能離れの傾向がある中、本県産業を支える熟練した

技能者を輩出していくことが不可欠であり、特に本県の基幹産業である造船等

のものづくり現場を支えてきた溶接の分野など、機械では対応できない熟練し

た技能・技術を持った人材の育成は本県の産業振興に極めて重要です。 

 このようなことから、高等技術専門校における「みんなの技能ひろば」や「中

学生ものづくり体験教室」等のイベントを通じて広く技能振興の重要性の周知

に努めてまいります。 

また、長崎県溶接協会40等の関係機関とも連携して高校生等の若年技能者に対

する実技指導や技能講習会の開催等に継続して取り組み、若者の技能習得への

関心を高めるとともに、若者が進んで技能者を目指す環境の整備や、産業の基盤

となる高度な技能を有する技能者育成のため、地方公共団体、経済団体等との連

携会議の開催により必要な情報共有等を行い、連携して技能振興を進めてまい

ります。 

さらに、長崎県職業能力開発協会41において、平成２５年（2013 年）度から実

施している「若年技術者人材育成支援事業（厚生労働省委託事業）」42等の実施に

より、若年層の技能に関する関心を高める取組を進めるとともに、技能者が一層

の技能の向上を図ることで人生設計が展望でき、その職業生活が充実したもの

になるよう、長崎県職業能力開発協会等の関係機関と連携しながら魅力的な情

報発信等にも努めてまいります。  

  

 

40 溶接技術・技能の普及と向上を通じて、人材育成や地場産業発展に寄与することを目的とする一般社

団法人。毎年、県内高校生を対象として、溶接技術競技会の開催、ＪＩＳ溶接技能者評価試験に向けた

講習会等を実施（県委託事業）。本県のＪＩＳ溶接技能者評価試験の合格率（若年者等全て含む）は、

平成 28 年（2016 年）度から令和元年（2019 年）度まで全国で１０位以内（令和元年（2019 年）度は

全国 4 位）を記録している。 

41 職業能力開発法に基づき、職業能力の開発・向上、職業能力検定の普及･振興を図ることを目的とする

法人（昭和 54 年（1979 年）4 月設立）。主な事業としては、職業訓練関係（短期訓練の実施、職業訓

練指導員の講習会開催）、技能検定関係（技能検定の実施、コンピューターサービス技能評価試験の実

施、技能振興イベント（技能五輪大会、技能グランプリ）参加、若年技能者人材育成支援事業（次項

目）がある。 

42 若年者のものづくり離れ、技能離れが進む中、若者が進んで技能者を目指す環境整備と産業の基盤とな

る高度な技能を有する技能者育成のため、「ものづくりマイスター（県内 59 名）」や「ＩＴマイスター

（県内 6 名）」を活用した高等学校等における実技指導、技能継承・振興にかかるイベント（技能まつ

り、ものづくり体験教室等）の開催等を毎年実施（厚生労働省からの受託事業）。 
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６ 職業能力開発における国際連携・協力（外国人材の受入れ等）の推進 

 

人口減少等による人材不足が深刻化する中、本県の各産業においても、その担

い手として外国人材の活躍が期待されています。平成３１年（2019 年）４月に

施行された新たな在留資格「特定技能」は、全国的に深刻化する人手不足に対応

するため、国内で人材確保が困難な産業分野において、即戦力となる外国人の受

入れを図るために創設されたところです。 

国際貢献を目的に技能を移転する技能実習制度（平成５年（1993 年）創設）

については、制度の適正化や実習生の保護を図るため、外国人技能実習機構

（OTIT43）が新たに設立されるとともに、技能実習制度の適正な実施と実習生の

保護の観点をより明確にした技能実習法が、平成２９年（2017 年）１１月から

施行されています。 

全国的な外国人材の受入促進と適正な受入れに向けた動きが求められる中、

本県においても外国人労働者数も増加傾向にあることから、県においては、県内

企業での受入状況や外国人材の雇用を取り巻く環境変化を踏まえ、県中小企業

団体中央会等と連携した外国人材受入促進セミナーの開催、送出国側の地域と

連携した技能実習生受入れの仕組みづくり、送出国側の看護系大学と連携した

介護人材の受入体制構築、農業分野の特定技能外国人労働者の受入促進に取り

組んできました。 

今後も、新たな県の総合計画や産業振興プランにも、外国人材（技能実習、特

定技能）の受入人数を具体的な数値目標として盛り込んでいることから、さらな

る受入促進を図っていきます。また、外国人技能実習生の技能の習得レベルを評

価する技能検定についても、県職業能力開発協会等と連携した円滑な実施を通

じて、技能実習制度の適正な推進を図っていきます。 

 外国人材の受入増加に伴い、外国人材と県民の共生に向けて、県の関係部局や

県内関係団体等と連携し、その受入環境の整備にも取り組んでいきます。 

県内監理団体44等とも連携し、技能実習生等に対する日本語教育支援等を行う

ことで、本県での技能実習や就労の魅力向上に努めるとともに、ベトナム国クァ

ンナム省45等本県とゆかりある地域からの人材の受入促進を図り、職業能力開発 

    

  

 
43 技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図り、もって人材育成を通じた開発途上地域等への技能

等の移転による国際協力を推進することを目的とする団体。 
44 技能実習生の受入れやその活動、受入れ先企業のサポート等を行う主務大臣許可を受けた非営利団体。 
45 国際貿易港として栄えた港町であるホイアン市を有し、約 400 年前、長崎から朱印船が交易に訪れ、

日本人町も形成されるなど、交流が盛んであったことなどから、近年、本県と友好を深めており、令和

元年（2020 年）10 月に人材交流分野に関する覚書を締結。 
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分野における“ながさき型”の国際連携・協力（外国人材の受入れ等）46を推進

していきます。 

 

 

７ 職業能力開発施策に係る情報発信の強化 

 

  スマートフォンの普及やＳＮＳ等の急速な普及に対応していくため、職業

能力開発の施策や様々なイベントなどの取組をより身近に感じられる情報発

信についても積極的に取り組んでいく必要があります。 

  高等技術専門校の入校生の確保や、様々な働き手に対する職業能力開発施

策、さらに技能振興を図るための動画やＳＮＳ等を活用した情報発信47を充

実していきます。 

  平成２８年（2016年）１１月に決定された公的職業訓練の愛称「ハロート

レーニング」やロゴマーク（キャラクター名は「ハロトレ君」48）の一層の

普及にも努め、職業能力開発や技能習得に向けた機運を高めていきます。情

報発信にあたっては、非正規雇用労働者、女性、若者、中高年齢者、障害者

などの様々な働き手の活躍につながる、身近で開かれた職業能力開発の取組

を積極的に発信49していきます。 

  様々な職業訓練を必要とする方々に対して、垣根なく開かれた職業能力開

発の推進に向けた多種・多様・多層の職業訓練情報や、技能振興の取組に関

する戦略的な情報発信に取り組んでいきます。 

 

 

 
46 アジアをはじめとした海外の活力を取り込むことにより、本県経済の活性化を図るアジア・国際戦略」

の戦略プロジェクトの一つである「外国人材受入促進プロジェクト」として、産業（全般）、農業、介

護、建設、水産の分野において技能実習や特定技能の外国人材の受入れを促進するため、関係部局間の

連携を図り取り組んでいくこととしている。 

47 平成 26 年（2014 年）度からツイッター（佐世保高等技術専門校）、令和 2 年（2020 年）度からインス 

タグラム（長崎高等技術専門校）による情報を発信中。 

48 県内の労働局（ハローワーク）、ポリテクセンター等の拠点ごとに計１３の「ご当地ハロトレ」ロゴマ

ークがある（龍踊り、大浦天主堂、佐世保バーガー、諫早のんのこ皿踊り、島原城、バラモン凧、猿

岩、対馬どんこ椎茸等がモチーフ）。 

49 職業訓練の体験を通じて県内訓練施設のＰＲや公的職業訓練への誘導・確保を図る目的で令和 3 年

（2021 年）12 月「ハロトレ博覧会」＋AKB48 チーム 8～職業訓練を体験してみよう～」を長崎市にて

開催予定（AKB48 チーム８は平成 30 年（2018 年）9 月に厚生労働省によりハロートレーニングアンバ

サダーとして任命された）。 
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(2) 次世代を担う技能人材の育成

(1) 高度な技能労働者、卓抜した熟練技能

        者による技能伝承、技能継承の推進

(1) 産業界のニーズや社会環境の変化を踏ま

      えた職業能力開発

(2) 県内の多様な職業能力開発機関等による

　　一体的な施策の推進

(1) 職業人生の長期化の流れ等に対応した

　　キャリアコンサルティングの推進

(1) 県立高等技術専門校の充実強化

(2) ポリテクセンター等における職業能力開発

(3)民間の活力等を活かした多様な職業訓練

    等の充実強化

⑤ 障害者の障害特性やニー

ズに対応した職業能力開発

② 職務経歴等記録書（ｼﾞｮ

　ﾌﾞ・ｶｰﾄﾞ）の活用推進

(1) 様々な働き手

に対応した

   職業能力開発

③ 若者の定着を踏まえた

    職業能力開発

① 技能検定・職業能力

　 評価等の推進
(2) 職業能力評価

　　等のインフラ

　　整備

② 女性の活躍を促進する

    職業能力開発

④ 人生100年時代における

 中高年齢者の職業能力開発

① 非正規雇用労働者の

    職業能力開発

２ 職業人生を通じた自律的・
主体的なキャリア形成の
促進

（本文Ｐ２９-３０）

３ 職業人生を支える労働
市場のインフラ（訓練拠
点等）強化

（本文Ｐ３１－３６）

４ 一人ひとりの職業人生・
ライフスタイル実現に
向けた人材育成

（本文Ｐ３７－４１）

７ 職業能力開発に係る情報発信の強化
（本文Ｐ４５）

５ 技能継承・技能振興の
促進

（本文Ｐ４２－４４）

６ 職業能力開発における国際連携・協力（外国人材の受入れ等）の推進

（本文Ｐ４４－４５）

１ 本県の地域・産業を
支える人材の育成

（本文Ｐ２６-２８）

踏まえた人材育成

第

次
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11
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施策の柱 施策の項目

(2) リカレント教育、リスキリングや
スキルアップの推進

第１１次長崎県職業能力開発計画の施策体系図 
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

　長崎障害者職業センターでのジョブコーチ支援やリワーク支援等の取組を推進　　　　　　　[高障求機構]

★長崎県人材活躍支援センターと長崎労働局が一体となったキャリアコンサルティングの推進　[県・労働局]

　高等技術専門校の「みんなの技能ひろば」、「中学生ものづくり体験教室」等の実施                        [県]

　長崎県溶接協会による若年技能者に対する実技指導や技能講習会の実施　　　　　　　　　　　　　[県等]

　長崎県職業能力開発協会による「若年技術者人材育成支援事業」 等の実施　　　　  [職業能力開発協会等]

　障害者技能競技大会（アビリンピック）の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　[県・高障求機構等]

　技能検定制度の普及促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[県・職業能力開発協会等]

★職業情報提供サイト（日本版O－NET）等職業能力診断ツールの活用促進　　　 　　　[県・高障求機構等]

　高校生を対象とする溶接技術の講習会や、高度熟練技能者による技術指導の実施　　　　　　　　　[県等]

★長崎県職業能力開発審議会による計画の進捗管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[県等]

　ながさき生涯現役応援センター等での相談体制等の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　[県・労働局]

★ＩＴリテラシー等のリスキリング等につながる訓練の実施（委託訓練等）　　　　　　[県・高障求機構等]

　人材開発支援助成金による中高年齢者に対するスキルアップの促進　　　　　　　　　　　　　　[労働局]

　障害者の多様なニーズに応じた委託訓練、特別委託訓練の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　[県等]

★ジョブ・カード（デジタル化後）の活用促進　　　　　　　　　　　　　　　[県・高障求機構・労働局等]

　高度熟練技能者の各種表彰の推進（「現代の名工」「長崎マイスター」等）                                 [県等]

　高度熟練技能の価値、評価を高めるための情報発信                                                                  [県等]

　スマートフォンの普及やＳＮＳ等を活用した職業能力開発施策等の情報発信　　　　　　　　　　　　[県]

★「ハロートレーニング」「ハロトレ君」を活用した様々なＰＲ、イベントの推進　　　　　[県・労働局等]

★技能実習や特定技能等の受入促進のための日本語支援、セミナー等の実施                                    [県等]

★本県とゆかりあるベトナム国クァンナム省からの技能実習生の受入促進                                          [県]

　技能実習制度の適性な実施、技能検定制度の円滑な推進　　　　　　　　　　　[県・職業能力開発協会等]

　地域若者サポートステーションによる相談体制の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　[県・労働局]

　人材開発支援助成金（ＯＪＴ、ＯＦＦ-ＪＴ促進）や教育訓練給付金による支援　 　　　　　　　[労働局]

★高等技術専門校やポリテクセンターにおける短時間の訓練コースの推進　　　　　　　[県・高障求機構等]

　「ウーマンズジョブほっとステーション」等における女性への支援　　　　　　　　　　　　[県・労働局]

　訓練環境の充実に向けた託児サービス付訓練等の推進（委託訓練等）　　　　　　　　　　　　　　[県等]

　高等技術専門校における「オープンキャンパス」等の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[県]

★「ながさき就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム」による支援の推進　　　　　　　　[県・労働局等]

★同時双方型通信活用、託児サービスの充実等多様な訓練実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　[県等]

　キャリアアップやスキルアップ等のニーズに対応した訓練内容の充実　　　　[県・高障求機構・労働局等]

★オンラインを活用した研修、キャリアパス導入支援セミナー等の推進　　　　　　　　　　　　　　　[県]

★リスキリング希望者等への多様な訓練の実施　　　　　　　　　　　　　　　[県・高障求機構・労働局等]

★「職業訓練サービスガイドライン」に適合する県内訓練機関の認定促進　　　　　　　[県・高障求機構等]

★県内基幹産業の動きや、ＤＸ、Society5.0等に対応した訓練内容等の見直し　　　　　　　　　　　　[県]

　県内企業ニーズやポリテクセンターとの役割分担に基づく在職者訓練の推進　　　　　[県・高障求機構等]

　民間のノウハウを活かした多様な訓練ニーズに基づく離職者訓練の推進　　　　　　　　　[県・労働局等]

　スケールメリットを活かした施設内訓練（離職者訓練）や求職者支援訓練の推進　　　　　　[高障求機構]

　高度な施設内訓練（在職者訓練・生産性向上支援訓練）の実施　　　　　　　　　　　　　　[高障求機構]

　様々なライフステージに対応したきめ細かなキャリアコンサルティングの推進　　　　　　[県・労働局等]

　離島・半島地域等も含めた県土全域における効果的な職業訓練の推進　　　　　　　　[県・高障求機構等]

　長崎地域訓練協議会により策定される「長崎職業訓練実施計画」の推進　　　　[県・高障求機構・労働局]

　長崎県雇用対策協定に基づく「事業共同実施計画」（人材確保等の取組関連）の推進　　　　[県・労働局]

　高等技術専門校のあり方の議論と運営体制の見直し検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[県等]

　産業構造の変化等を踏まえた公的職業訓練・認定職業訓練の推進　　　　　　[県・高障求機構・労働局等]

主な取組項目 ※ [  ]内は実施主体。「★」は10次計画から新しい要素を含む項目。



 

- 48 - 

 

「第１１次長崎県職業能力開発計画」推進にあたっての目安とする数値目標一覧 

 

１ 県内の公的職業訓練及び認定職業訓練の受講者数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

目標値 

（人） 
各年度４，０００人以上の規模を確保 

  
＜実施する訓練種別＞ 

①離職者訓練（高等技術専門校の施設内訓練・委託訓練、高障求機構の 
       施設内訓練） 
②在職者訓練（高等技術専門校、高障求機構） 
③学卒者訓練（高等技術専門校） 

  ④障害者に対する公共職業訓練（委託訓練・特別委託訓練） 
⑤求職者支援訓練（労働局・高障求機構の基礎コース・実践コース） 

  ⑥認定職業訓練 

 

２ 県立高等技術専門校の普通課程修了生の県内就職率   （単位：％） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

目標値 

（％） 
９１．０ ９１．５ ９２．０ ９２．５ ９３．０ 

 

３ 県内民間教育訓練機関への委託訓練（離職者訓練）修了者の就職率 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

目標値 

（％） 
各年度８０％以上を確保 

 

４ 県内技能検定合格者数 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

目標値 

（人） 
毎年度 １，１００人以上を確保 

 

５ 県内外国人労働者数（「技能実習」、「特定技能」）    （単位：人） 

 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

目標値 

（人） 
２，８７２ ３，２３７ ３，５９７ ４，１０２ ５，０１２ 

（注）数値目標２と数値目標５は、「長崎県総合計画 チェンジ＆チャレンジ 2025」及び「な

がさき産業振興プラン 2025」に掲げられている目標値である。 


